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研究ノート

食糧輸入大国をめぐる若干の問題

神前樹利

I 経済発展と農業

II 農業保護の展開と国際農産物市場の構造

III 食糧輸入大国のゆくえ

I.経済発展と農業

国民経済と農業

戦後日本農業は大きな変貌を遂げてきた。

マクロ的にいえば，このことは農業部門の国

民経済に占めるウエイトの一貫した低下で

ある。たとえば，農業生産率（圏内純生産に

占める農業総生産の割合）の推移をみると，

1960年9.0%から1992年1.6%，同じく農業就

業者率（総就業人口に占める農業就業人口の

割合）は26.8%から5.5%に，農家率（総世

帯数に占める農家戸数の割合）は 28.7%か

ら8.6%へ減少した。これは農業部門の国民

経済におけるマイナー産業化（農業生産率で

は1.6%産業化）を示すものであるが，ひと

り日本に限られたことではない。上述の指標

の減少のしかたが急激であるという点を除け

ば，先進資本主義諸国に共通の現象なのであ

る。むしろ厳密にいえば，生産や雇用面から

みた欧米先進資本主義諸国の農業の国民経済

に占めるウエイトはB本の2分の 1から 3分

のlにすぎない。その意味では，農業のマイ

ナー産業化は欧米においてより一層進行して

いるといっていい。このような国民経済に占

める農業部門のウエイトの低さはそれ自体問

題ではなく，むしろ先進国であることの証で

あるとさえいえよう。しかし，問題はこのこ

とが高度の農業生産力段階に裏付けされたも

のであるかどうかである。この点で，同じ先

進資本主義国でありながら日本と欧米諸国は

まったく異なるのである。

農業危機の深化

アメリカやEUがその農業部門の国民経済

に占める比重を低下させつつも，農業生産力

を発展させていったのに対し，日本は農業生

産力を衰退させていった。たとえば，耕地

面積は1994年で60年と比べて約100万ha，比

率にして17%（現水田面積の3分の l以上に

あたる）減少するとともに，耕地利用率は60

年133.9%から93年100.0%へ減少し，農業・

農村の荒廃を象徴的に示す耕作放棄地（非農

家の耕作放棄地および不作付地を含む）は90

年で農地貸借面積にほぼ相当する約38万ha

にのぼっている。また，供給熱量自給率は60

年79%から92年46%へ，穀物自給率は同82%

から29%へ急激に減少している。さらに，担

い手である農家（販売農家）のうち約16%

(94年）のみが専業農家であり，残りは兼業

農家なのである。とりわけ第2種兼業農家は

一貫してその構成比を高めつつある（94年で，
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農家の70%）。しかも，一貫して減少してき

た専業農家のうち，その40%以上（18万4千

戸）が男子生産年齢人口 (16～64歳の男子）

のいない「高齢専業農家Jである。一方，新
規学卒就農者は89年でわずかに2,000人にす

ぎない。他産業では1社だけでこれ以上の新

規学卒者を採用しているところもあるのにで

ある。また，前述の農家数の大幅な減少にも

かかわらず， l戸当たりの平均経営耕地面積

の拡大はすすんでいない。都府県平均で60年

の0.8haから90年の0.9haへ微増したにすぎな

い。ほほ同時期に，たとえばフランスと旧西

ドイツではそれが倍増し，それぞれ31ha,18 

haとなった。

いまや食糧の大半は輸入し，残りの国内生

産部分については農業生産力の後退（衰退）

という局面にあり，まさに日本農業は危機的

状況にあるといっていいであろう。

以上のことに関連して，以下重要な点をお

さえておくことにしよう。

第1に，食糧輸入依存の深化についてであ

る。現在日本は世界最大の農産物純輸入国で，

輸入を国別にみると圧倒的にアメリカに偏っ

ている。また， 92年4月に果汁が自由化され，

ウルグアイラウンド農業交渉合意以前におい

てすでに輪入制限品目数は12であった。つま

り，農産物市場の開放度はアメリカやEUを

上回るといってよかった（アメリカの実質的

な輸入制限品目数は16品目， EUは64品目）。

にもかかわらず，アメリカの強い圧力のもと

で，ウルグアイラウンド農業交渉において，

米までも市場開放を実質的に受入れた。むろ

ん，対日貿易赤字削減を中心とする経済的側

面からの要求であることは否定できないが，

これは同時に食糧を戦略物資と位置付けてき

たアメリカの立場を示すものでもあろう。

第2に，農業の生産構造についてである。

米，および＇61年農業基本法によって今後その

生産を拡大すべきとされた畜産物，果実，野

菜の生産の発展と，麦類，豆類，飼料作物の

生産の衰退という生産の二極分化構造が形成

された。もっとも選択的拡大品目とされた膏

産物も飼料はほとんど輸入に依存するという

「片肺」「奇形」畜産であり，しかも，その後

この畜産物に加えて果実も次々と輸入自由化

の対象となり「過剰」問題に直面した。長期

的ビジョンを欠いた農政の場当たり性が露呈

されたのである。

第3に，農業構造についてである。前述の

農業基本法は小農切捨て，離農促進を通じて

構造改善を進め，規模の大きい自立経営農家

を育成しようとした。しかし，現実には多く

の兼業農家（とくに第2種兼業農家）を創出

したことは前述の通りである。この理由とし

ては，地価高騰により農地購入による規模拡

大が不可能になったこと，農地の資産的保有

傾向の強まりにより小農が土地を手放さなく

なったこと，さらに農地法による戦後自作農

制の維持などがあげられよう。しかし，より

重要なものとして，資本の蓄積条件にかかわ

る問題がある。すなわち，農家労働力に付与

された賃金が賃金格差構造の底辺に位置させ

られたがゆえに（もっとも，このことが外需

依存の強蓄積を可能ならしめた），かかる農

家労働力の完全な離農はおこりえなかったの

である。低廉な農家労働力は資本の蓄積条件

を強化したが，そのことがまた資本の求める

農業における大規模自立経営の成立を阻害し

た。農業基本法が理念として掲げた農業・非

農業聞の所得均衡も農業所得と非農業所得で

はなく，まさに兼業所得を組込んだ農家所得

として非農業所得と70年代初頭に均衡したの

もこのことと無関係ではないだろう。

第4に，食生活の変化と食品産業について

である。今日の食生活の特徴は家計支出から

みれば加工食品と外食の割合が高いことであ

る。この家計支出の7割以上を占める加工食

品消費と外食の増大理由について，出生率の

低下，高齢者夫婦世帯の増大，核家族化の進

展という主として社会的要因にもとづく，世
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帯規模の縮小化のもたらした l人当たり調理

コストの増大や女子有業率の上昇にともなう

共稼ぎ世帯の増大などがあげられよう。なお，

この加工食品消費と外食の増大は食糧輸入を

より一層推進するα加工食品用の輸入原材料

農産物が国産品に比べて割安で、あるため，そ

の輸入は増大しつづけている。また，最近の

特徴としてτ 一次加工品や完成品の輸入が急

増している。

食品工業全体では農水産物原材料の国内依

存度は約60%(85年）であるが，業種別にみ

ると，油脂，配合飼料，製粉，砂糖などの業

種は原材料の輸入依存が高く，野菜・果実加

工，水産加工などでは低い。前者は装置型産

業で大企業が多く，後者は非装置型産業で中

小企業が圧倒的に多い。このような装置型産

業＝大企業，非装置型産業＝＝中小企業という

のは，一般的に食品工業の構造的特徴の1つ

をなすが，前者における臨海立地にみられる

ように，その輸入原材料依存の圧倒的高さと

後者のその低さという食品工業におけるもう

lつの特徴の方がここではより重要であろう。

確かに業種によって原材料の輸入依存度に大

きな差異があるが，主として装置型産業にお

ける原材料輸入の増大に依拠して食品工業全

体として輸入原材料の割合が増大傾向にある。

とりわけ，プラザ合意以降の円高局面は圏内

原料農水産物価格の相対的割高をつくりだし，

この傾向は強まった。と同時に，この円高は

製造業の空洞化の一環として食品工業の空洞

化も促進させた。すなわち，海外委託生産や

現地生産の展開がそれである。海外の安い労

働力と円高を利用しての食品の一次加工品や

完成品の輸入が急増した。近年の食品輸入件

数の急増はこのことによっている。食品輸入

件数の伸び率の上位を占めているのは，穀類

調整品（小麦粉調整品，小麦グルテン，ピー

フン等），加工魚介類（缶詰，練り製品，冷

凍切り身，むき身製品），穀類加工品（シリ

アル，調理用ミックス），乳製品（ナチュラ

ルチーズ等）であり，その他冷凍魚介，調理

冷凍食品がそれに続いている。他方，大豆，

小麦， トウモロコシといったいわゆるバルク

物原料農産物の輸入は伸び悩み状態にあり，

食糧輸入全体に占めるその比重を低下させて

いる。日本の食糧輸入構造がこれまでの原料

偏重型から大きく変化しつつある。これは後

にみる食のアジア化との関連で重要である。

さらに，食品工業と並んで食品産業において

重要な位置を占める外食産業では，食材費の

売上げに占める割合が高いことから，いかに

食材費を安くするかが重要な経営上のポイン

トとなっており，したがって，安価な海外の

食材調達の傾向を食品工業より強めている。

II.農業保護政策の展開と国際農産物

市場の構造

先進諸国の農業保護

アメリカとEUの穀物価格支持・所得保障・

輸出補助政策を例にとり，先進諸国の農業保

護の実態をみることにしよう。図－1(aXr）は

アメリカの不足払い制度を示している。生産

調整計画に参加した農民はたとえば小麦の市

場価格がローンレートより高ければこれを市

場で売却し，目標価格との差額を不足払いと

して受け取る。また，通常，収穫時に，作物

を担保としてローンレート水準の短期融資

( 9ヶ月）を受けることができ，たとえば市

場価格がまさに図 1 (aX I）のようにローンレー

トより低くて，市況がローンレート水準以上

に回復しそうにない場合は担保流れとして融

資を返済しなくてもよい。この場合は目標価

格とローンレートとの差額を不足払いとして

受取る。その結果，ローンレートは価格の下

支えとして機能し，過剰基調の場合は市場価

格はローンレート水準に張りついた形となろ

う。したがって，ローンレートの引下げは穀

物の市場価格の低下に結びつき，それはアメ

リカの穀物の国際競争力の向上を意味しよう。

目標価格の設定によって農民の所得を保障す
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図←1 穀物の価格支持・所得保障・輸出補助制度

( a ）アメリカ：不足払い・ローンレート制度(I）、マーケテイングローン制度（II）、輸出奨励計画（III) 

(I) (II) (III) 
目標価格「「1 目標価格「「1

｝不足払い分 ｜｜｝不是払い分

ローンレートトー－V ローンレートトー斗J
市場価格十一~~1 市場価格「一一一1f返済免除分市場価

Jリベイメントレート
（と国際価格）

：｝商品証券交付
J国際価格
（輸出価格）

目標価格：生産コストや需給事情を考慮して決められる価格

( b )EU ：可変課徴金（左）および

運賃諸掛1
輸入課徴金（ 指

標
価
格

国
際
価
格

境
界
価
格

指標価格：生産者が年間を通じて平均的に実現することが望ましい価格で、域内最不足地での価格。

介入価格：城内最過剰地（生産地）での最低保証価格

境界価格：指標価格から一定の運賃諸掛を差百｜いた価格で、この価格以下での域内への輸入はできない。

るとともに，ローンレートの設定・操作によっ

て穀物の国際競争力を維持しようとするもの

なのである。もちろん，ローンレートの引下

げは同一l(aXI)から明らかなように，それは

不足払い分を拡大させ，連邦政府の財政負担

を大きくさせるという問題をかかえてはいる。

また，こういった制度下では，供給過剰圧力

は強く，輸出については積極的な輸出信用供

与や実質的なダンピング策であるマーケテイ

ングローン制度，輸出奨励計画（ EEP）を

展開している。マーケテイングローン制度と

は米などに適用されている輸出補助制度のこ

とである。これは従来の不足払いとローンレー

トを組合せた制度に新たにリベイメントレー

ト（国際米価格に近似的に決定）を導入した

ものである。この制度下では，たとえば米を

担保として借りた融資はリベイメントレート

の水準での返済ですむということになってい

る。結果として，アメリカ米の輸出価格はこ

のリペイメントレートの水準まで下落し，国

際競争力は向上する（図一1(a)(rr））。また，

輸出奨励計画とは小麦などに適用されている

ものである。これは輸出業者が小麦の輸出価

格を国際価格まで値引きして輸出した場合，

その値引き分を現物で補填（実際にはいつで

も現物と交換できる「商品証券」を交付）す

るものである。米と同様，アメリカ小麦の国

際競争力は向上する（図－1(a）（盟））。他方，

輸入によって，国内生産に支障をきたすよう

な分野については輸入制限をしており，食肉

輸入法とウェーパーがその代表的なものであ

る。前者は食肉，午肉調整品，後者は落花生，

乳製品，綿花など（小計14品目）の実質的な

輸入数量制限策である（計16品目）。

次に， EUについては図－l(b）に示されて

いる。アメリカとの関連でいえば，指標価格

は目標価格，介入価格はローンレートにほぼ

相当するものとみていい。したがって， Eu 
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域内の市場価格は介入価格以下になることは

ない。アメリカの場合と大きく異なるのは国

境調整についてであり，アメリカの国境調整

の中心は実質的には輸入数量制限にあったが，

E Uではそれが輸入課徴金にあるという点で

ある。境界価格が実質的な輸入価格となるが，

これが一定のため，輸入課徴金が国際市場価

格の変動に対するアブソーパーとなる。可変

輸入課徴金といわれるゆえんである。これに

よって， EU域内は完全に国際市場から隔離

されるのである。他方，輸出については輸出

補助金をつけてダンピング輸出してきた点は

アメリカと同様である。

このように，アメリカ， EUとも国内政策，

国境調整，輸出についてみずからの農業を手

厚く保護してきた。それが「強い農業」の形

成と維持を可能としてきたといえる。ウルグ

アイラウンド農業交渉が合意し，これらのう

ち輸入制限措置はいわゆる関税化におきかえ

られた。アメリカとEUがみずからに有利と

いいうる上述の輸入制限措置を捨ててまで関

税化導入に踏み切れたのは，すでに両者とも

永年の手厚い保護政策によって「強い農業」

を確立していたからにほかならない。つまり，

農産物（食糧）輸出大固化していたからであ

る。

日本の場合，論理上アメリカとEUのかか

る政策に対抗しうるのは米の場合だけであっ

た。しかし，この米も現実には内外圧下で，

食管制度の空洞化，生産費所得補償方式の米

価算定式の変更，生産者米価の引下げ，大幅

な減反などによってこれまでもその支持基盤

カ宝揺らいでいたが，イ可よりもウルグアイラウ

ンドの「米合意」によって米輸入が義務づけ

られ，それは決定的に崩壊する可能性が高く

なった。また，食管制度が廃止され， 95年11

月からそれに代わる新食糧法（正式名称は

「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律J）が施行される。そこでは米流通の主体
がはじめて自主流通米であるとされ、米価は

拡大される自主流通米の入札取引での価格が

基準となって形成される。したがって，それ

はより需給実勢を反映したものとなる。米の

集荷，販売については大幅に規制が緩和され

る。政府米の運用は備蓄に限定される。生産

調整については生産者の意向を尊重するとし，

いわゆるヤミ米は計画外流通米として事実上

公認するとなっている。新食糧法下の米の流

通態様は図－2のごとくである。米流通の実

態に合わせて，自主流通米をメインに位置づ

けるとともに，流通する米を計画流通米，計

画外流通米，農家消費としてくくり直してヤ

ミ米を新制度に取り込んだところに大きな特

徴があるといえよう。新食糧法のめざす方向

はその内容から米政策における規制撤廃，市

場原理の導入であることは間違いない。明ら

かにミニマムアクセスの後にくるであろう関

税化を意識してのことであろう。関税化に移

行して，米貿易を自由化している一方で、，固

内に諸規制を残すのは矛盾するからである。

つまり，自由に米を輸入しておきながら，生

産者に対し米生産を制限したり，販売先を特

定したりするのは困難である。また，集荷・

販売業者に対しでも同様に諸規制を残したま

まにはできないであろう。国内の自由化を一

定程度進めておいて，はじめて関税化も具体

的なものとして議論されうるのである。その

意味では，この新食糧法の制定・施行はミニ

マムアクセス後の関税化措置移行のための布

石といいうる。ただ，現行のミニマムアクセ

スをこのまま続ければ，今世紀末には約80万

tもの輸入米を受け入れざるをえなくなるの

で，もし高率関税が保証されるなら期間途中

で関税化した方がよいという見解もある。し

かし，たとえ関税化した方が輸入量が少なく

なるとしても，どれだけの量の輸入米が入っ

てくるか厳密にはわからないわけで、，それに

よって国民の主食である米の需給計画の作成

が困難になろう。しかも関税率はたえず削減

要求にさらされると考えた方がいい。ミニマ
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米の流通態様図－2

（新制度）（食管制度）

政府米
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計
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に詰めていかねばならない。なお，現行制度

と新法との対比を表－1に掲げておく。

国際穀物市場の構造と特質

供給カロリーベースで過半，とくに基本的

食糧である穀物では7割以上を海外に依存す

る現在のわが国にとって，輸入先である国際

市場の動向把握は死活的重要性をもっ。

まず，世界穀物貿易の流れをみると大まか

にいって，輸出国は先進資本主義国（とくに

アメリカ， EU，オーストラリアなど）に限

定され，あとは基本的に純輸入国とみなして

いい。つまり，国際市場は少数の輸出国対多

数の輸入国という構造をもち，輸入国として

は輸入先の多角化が不可能な状態にある。こ

れは輸入国の食糧輸入が少数特定の輸出国の

諸事情によって大きく左右されるということ

を意味する。

次に，国際市場価格の不安定性とその価格

形成における恋意性についてである。穀物の

国際市場の最大の特質の 1つはその価格の乱

高下にある。もちろん，自然条件による面も

否定しえないが，それだけではない。重要な

ムアクセス，関税化のどちらをとるにせよ，

米の前途は厳しいのである。

さらに，この新食糧法はいくつかの間題を

かかえている。なかでも最大の問題は生産調

整の実効性の確保をどうするのかという点で

あろう。これについては生産者の自主的判断

を尊重するとするだけで，具体的には何もふ

れられていない。米の潜在的供給能力，需要

動向，転作可能性およびミニマムアクセスに

よる米輸入等を考慮すると，もし生産調整の

実効性が確保されなければ大変なことになる

だろう。米価は暴落し，日本の稲作は壊滅状

態となる可能性がある。したがって，生産調

整の実効性の確保はどうしても必要であるが，

そのためには農家に対して生産調整に手を上

げさせるインセンティヴが不可欠である。こ

れは政府の米買入価格をどう設定するかとい

う問題であろう。基本的には米価の算定方式

の見直しが必要となろう。また，これとの関

連で米価暴落を阻止する 1つの方法として，

政府買入価格に米価全体の下支え機能を付与

するシステムの構築も議論としてでてこよう。

新食糧法は今後，こういった点を中心にさら
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表－1 現行食管法と新食糧法の比較

現行の食糧管理法（運用含む）

基
制度上，主体は政府米。自主米は例外

（全量管理）
本
厳格な管理

生
法的位置付けなし

産 割当的生産調整

調整

備蓄
法的位置付けなし

（流通在庫）

必要と認める時，政府だけが可能

輸出 （国家貿易，輸入禁止状態）

入

生産者価格は再生産確保

政府米語
消費者価格は家計安定が目的

( 2重価格制）

米価審議会の意見を聴く

主自
明確な規定なし

指標価格を自主米価格形成機構による

米価格 入札で決定（運用）

相対取引は指標価格を基準に行う

務売渡義
法に明記（第3条）

荷販集売
許可制

指定法人

政府米，自主米以外認めず
流 （流通ルートの特定）

通 特別栽培米

出所 日本農業新開， 1994年＇ 10月15日

のは，穀物生産量のうち，その国際市場への

出回り率が低く（小麦18.2%, トウモロコシ

14.6%，コメで4.8%-1993年）， しかもそれ

が「余りもの」的性格をもっていることであ

ろう。加えて，食糧の需要の価格弾性値およ

び供給の価格弾性値が小さいのであるから，

それとそ少しの量的変動でも大きな価格変動

新食糧法（案）

民間流通による自主米主体

最小限の流通規制

基本計画に要調整数量を明記

政府米買い入れは生産調整実施者に限

る（買入数量を農家に配分）

生産者の自主的判断を尊重（政省令）

基本計画に備蓄量を明記

基本計画に輸入数量を明記

政府が輸出入（国家貿易）

マークアップ（差益）上限規定

売買同時入札制度（SBS）規定

自主米価格，需給動向を反映，再生産

確保を旨として決定

消費者価格は需給実勢を反映，家計安

定を旨として決定

審議会の意見を聴く

自主米価格形成センターを法律上位置

付ける

入札取引の仕組み改善

相対取引は指標価格を基準に行う

廃止

緊急時条項（閣議決定で売渡命令）

登録制

自主流通法人

自主流通米主体の計画流通

数量をあらかじめ届け出れば，計画外

流通を認める

をもたらすのである。また，その「余りものJ
的性格はいわゆる市場メカニズムとは無関係

な価格形成をもたらす可能性がある。

さらに，すでにみたアメリカやEUの輸出

補助は実質的な輸出価格操作といっていい。

もっとも為替調整もこの部類に入るだろう。

たとえば， 1985年のいわゆるプラザ合意によ
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る各国のドル安協調策は80年代前半のアメリ

カ農業不況の脱出を可能ならしめたが，これ

は明らかにアメリカ農産物の輸出価格引下げ

効果をもち，それにもとづく国際競争力の回

復によってもたらされた。

きらに，実際の穀物貿易は穀物メジャーと

よばれる少数の多国籍大企業によって主とし

てなされている。彼らは国際市場を支配L,

価格操作によって莫大な利益をあげている。

なお，こうした穀物メジャーや日本の総合商

社を巻き込んだ穀物投機が穀物市場の撹乱要

因となっている点も見落としてはならないだ、

ろう。

輸入食糧依存の危険性

国際穀物市場においては売り手がごく少数

で出回り量も少なく，その価格はきわめて不

安定であった。しかも，国際市場に出回る穀

物が国内の「過剰J分としての性格を強くもっ
ていることが多いために価格形成はいわゆる

「正常な」需給を通じてなされるというよう

なものではなく，加えて輸出国の政策や巨大

貿易莱者の意向がそこに大きく反映された恋

意性の強いものであった。今日，穀物貿易は

このような条件下で展開されているのである。

しかも，中長期的にみれば，発展途上国の人

口増加や所得水準の向上による食生活の変化，

冷戦後の旧ソ連，東欧での食糧消費の質的向

上によって，食糧需給は増えるであろうし，

他方アメリカやEUの食糧輸出国は農業への

財政負担を減らすために生産を抑制する方向

に向かわざるをえない状況にある。また，ア

メリカでは「近代農法」下での土壌劣化によ

る生産性の低下や品質の悪化が問題となって

いる。さらに，「地球環境問題」という点か

らすれば大規模投入・大量産出農業が見直さ

れざるをえないであろう。近年，ヨーロッパ

を中心として，いわゆる有機農業やロウイン

プット農業が重視されつつある。この理由と

しては消費者の食品の安全性への関心の高ま

りや農業の「地球にやさしい」産業への転換

ということのほかに，この農法での生産性の

相対的低下が「過剰J問題の緩和に役立つと
いう認識がある。

皿．食糧輸入大国のゆくえ

「飽食社会Jの脆弱性
『平成2年度農業の動向に関する年次報告J
はいまの食生活について次のように述べてい

る。「食糧消費が量的にも質的にもほぼ充足

され，さらには『飽食の時代jと呼ばれるよ

うになった」。「飽食の時代jというのは検討

を要するとしても，平均的にみるかぎり食生

活が豊かになったのは事実であろう。問題は

豊かになった食生活が輸入食糧により支えら

れていることである。この輸入食糧（とくに

穀物）の量的不安定性および価格の不安定性

とその恋意性は述べた通りである。しかも，

輸入食糧に対する検査体制の不備やウルグア

イラウンド農業交渉で合意したいわゆる食品

安全基準のハーモニゼ、イシヨンなどにみられ

る安全性への危倶がこれにからんでくる。前

者の検査体制については，膨大な輸入量に対

してきわめて少数の食品監視員しか配置され

ていないことによって直接検査率が非常に低

いのである（91年で，輸入件数の 4%）。大

半は書類審査や業者の自主報告で済ませてい

る。しかも， I度検査をパスすると次回から

は検査なしで入ってくる。また，食品安全基

準のハーモニゼイションは各国がそれぞれ独

自に決めている食品の安全基準を最もゆるや

かな国際基準へと整合化し，自由貿易の障害

となる非関税障壁（より厳しい食品安全基準

をそうみなしている）を除去しようとするも

のである。そして，この国際基準はコーデッ

クス・アリメンタリウス（食品規格）委員会

が設定するとされている。ただし，この委員

会には農産物輸出国や多国籍アグリビジネス

の関係者が多数入っているので，当然ここで

出されてくる国際基準はゆるいものとなる。
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図－3 食糧の圏内消費と圏内生産の動向

(1985年度＝100)
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資料．農林水産省「食料需給表」

注。 1）園内生産量には，輸入原料によって園内で生産された製品を含み，輸出量を除く。
2 ) 3か年移動平均値である。

出所：農林水産省「平成6年度農業の動向に関する年次報告J

食糧を大量に輸入する日本にとっては，米問

題ももちろん重要だが，マスコミもあまり報

道しなかったためかその影にかくれて目立た

なかったけれども，これは重大な問題といえ

る。ウルグアイラウンド農業交渉合意での見

落としてはならない部分である。こうしてみ

ると，日本国内より安くて，比較的安定した

価格で，望む量が輸入でき，安全性も問題な

しということの非合理性とこのことを前提と

して成立しているいまの「飽食社会」の脆さ

は明らかであろう。

食糧供給の輸入化と日本農業

わが国は1984年以降，世界第1位の食糧純

輸入国である。 93年の農水産物輸入額は450

億ドjレをこえ，これは日本の総輸入額の約20

%を占める。食糧輸入額はこれから非食糧農

産物であるたばこ，綿花，天然ゴム，羊毛，

原皮，蚕糸等を控除しなければならないが，

これらは約50億ドルとみていいので，大体

400億ドルが日本の食糧輸入額としていいで

あろう。同年の原油輸入額が約280億ドルで

あるから，この食糧輸入額の大きさが理解で

きょう。食糧こそ最大の輸入品目なのである。

その結果，たとえば輸入食糧の供給熱量に占

める割合は54%(92年）となり，いまやカロ

リー摂取の半分以上は輸入食糧に依存してい

る。日本の1人1日当たり供給熱量は2,600

Kcal (93年）であるから，輸入食糧がなけ

ればそれはl,300Kcal以下となり，ただ横た

わっているのにも不足するカロリー摂取量と

なる。輸入食糧抜きでは現状の食生活は成立

たないのである。

ところで，こういった輸入食糧の増大は日
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表－2 品目別自給率（試算jと

国 名 年 穀物
穀物内訳 いも類

砂糖類 豆類
食用穀物 うち小麦 粗粒穀物 でんぷん

オーストラリア 1988 297 506 496 155 98 397 176 

カ ナ ダ 1988 147 260 273 108 109 14 175 

デンマーク 1988 136 132 132 138 154 121 151 

フラ ンス 1988 222 241 249 203 104 168 136 

旧西ドイツ 1988 106 113 116 99 99 104 27 

イ タ ア 1988 80 79 74 81 86 94 57 

オラ ンダ 1988 28 42 44 16 242 89 15 

スペイ ン 1988 113 119 119 110 93 120 77 

スウェーデン 1988 103 104 114 102 92 86 84 

ス イ ス 1988 53 62 65 47 102 43 11 

イ ギリ ス 1988 105 97 99 117 90 51 106 

アメ カ 1988 109 182 186 95 97 94 123 

日 本 1993 22 49 10 1 89 33 4 

資料ー農林水産省「食料需給表j，日本以外の各国の品目別自給率，供給熱量自給率は， OECD“FoodConsumption 

注1：表内の，（ ）内は当該年度の末尾を示す。例えば，（7）は1987年の数値である。
2 ：食用穀物とは，小麦，らい麦，米及びその他食用穀物（日本は，そばを含む）の合計である。

3・半且粒穀物とは，大麦，オート麦，とうもろこし，ソルガム，ミレット及びその他の雑穀（日本は，裸麦を含む）
4 牛乳・乳製品については，生乳換算量によるものであり，バターを含んでいる。

5 1993年の日本の数値は異常気象による影響を受けている。
6 日本の場合，でんぷんは含まない。

7：供給熱量自給率は，総供給熱量に占める国産供給熱量の割合である。

出所：農林水産省『平成5年度食料需給表』より作成

本農業にどのような影響を及ぼしたのであろ

うか。食糧輸入は一貰して増加してきたが，

85年のプラザ合意以降の急激な円高によって

それはとりわけ加速された。図－3は円高に

よる輸入価格の低下（内外価格差の拡大）を

通じての食糧輸入の増大を背景として，圏内

生産がどう展開したかを1985～92年について

品目別にみたものである。 45度線上にあれば，

囲内消費仕向量（需要）と囲内生産量ののび

が同じである。穀類についてみると，この期

間国内需要は微増から頭うち状態であるが，

囲内生産量は大きく減少（ 2割減）している。

この差は輸入増となってあらわれる。呆実も

ほぼ同様で、ある。野菜，いも類では需要と国

内生産とも減少しているが，園内生産の方が

急激に減少しており，その差は輸入増となっ

てあらわれる。肉類は一貫して需要は増加し

ているが，国内生産はまず需要より小さいの

び率で増加し， 89年度以降は国内生産は減少

に向かっている。また，午乳・乳製品はこの

なかで唯一需要と国内生産がともに増加して

いるが，そののびは需要が国内生産を大きく

上回っている。 86年度の果実を除いて， 85年

度以降すべての品目で輸入は増加こそすれ，

減少してはいない。囲内需要の増大した品目

だけでなく，減少した品目にまで輸入が増大

しているのである。その結果，図 3から穀

類，野菜，いも類，果実，肉類では農業の絶
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供給熱量自給率（試算）の国際比較

野菜類 果実類 肉類 卵類
牛乳・
乳製品

100 103 176 101 125 

69 32 115 98 105 

(7) 55 (7) 14 295 99 198 

86 63 101 96 116 

40 41 89 71 112 

122 112 73 95 (5) 68 

(7) 300 (7) 25 236 320 (5) 140 

123 (5) 161 98 99 (6) 94 

63 26 102 104 101 

58 83 85 48 108 

88 11 81 97 (7) 92 

97 82 97 102 100 

89 54 64 96 

Statistics，，を基に農林水産大臣官房調査課で試算した。

の合計である。

対的縮小化が進行し，酪農では相対的縮小化

がみられるといえよう。

次に，表－2によって各国の品目別自給率

および供給熱量自給率を比較しておこう。そ

れによると，日本の穀物自給率（22%--93年）

の低さは先進国において例のないものである。

もっとも，これは戦後最悪の作況指数74とい

う93年産米の凶作の影響を受けたものである

ので， 92年の数値をとると29%である。自然

条件が日本よりはるかに厳しいスイスでさえ

53%もある。日本に近いのはオランダの28%

だけである。しかし，いも・でんぷん類，野

菜類，肉類，卵類，牛乳・乳製品等を重点的

に育成・発展させているオランダと，これと

80 

（単位・%）

魚介類 油脂類 年 供給熱量自給率

84 99 1988 251 

293 100 1988 142 

110 94 1987 156 

59 89 1988 143 

34 121 1988 94 

40 69 1985 73 

245 110 1985 101 

64 137 1985 103 

80 72 1988 86 

10 34 1988 65 

89 47 1987 73 

71 101 1988 113 

76 17 1992 46 (37) (1993) 

いって農業において戦略的部門をもたず，歯

止めなく輸入を拡大して総崩れ状態に追い込

んだ日本とは基本的に異なる。また，供給熱

量自給率は畜産物の飼料自給率を考慮に入れ

たもので，食糧自給の実態をよくあらわす。

日本以外で最も低いイタリアやイギリスと比

べても日本の供給熱量自給率の低さは極端に

すぎる。表－2は特異な先進閏，農業小国日

本の実像を如実に示している。

食のアジア化

膨大な食糧輸入は世界的規模でなされてい

るとはいえ，その8割は北米，アジア，オセ

アニアからのものである（表－ 3）。 1993年
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表－3 地域別食糧輸入の推移

（単位．構成比%）

1983 1988 1993 

jじ 米 42 38 36 
中 南 米 9 6 6 

西 欧 8 10 11 

ロシア・東欧 5 2 2 

ア ン ア 23 32 34 

オセアニア 9 8 9 
中東アフリカ 5 4 2 

世界計 100 100 100 

資料：大蔵省「貿易統計」（ジ、エトロNBDCシステムによ

り作成）

出所・山岸晴二「増加し続ける食料輸入の現状」『農業と

経済J1994年9月， 11ページ。

の水産物を含めた食糧輸入の相手先を国別に

みると，シェアの高いJil買にアメリカ（29.9%),

中国（8.5%），台湾（7.7%），オーストラリ

ア（6.6%），タイ（5.6%），カナダ（5.3%),

韓国（3.9%），インドネシア（2.7%），フラ

ンス（2.7%），デンマーク（2.4% ），その他

(24.7%）となる。つまり， 日本の食糧輸入

は環太平洋地域に大きく依存していることが

わかる（山岸晴二「増加し続ける食料輸入の

現状」『農業と経済』 1994年9月， 8ページ）。

とりわけ，中国，台湾，タイを中心とするア

ジアへの依存が急激に進んでいる。表－3に

よれば，北米の輸入シェアが減り，その一方

でアジアのそれが大きく増加し，アジアは北

米と並ぶ日本の主要輸入先となっている。種

類別にみると，穀物を除けばすべての点で相

当のシェアを占め，魚介類や野菜・果物では

日本の輸入の半分を占めている（表－4）。

穀類などの未加工品の輸入ののびが停滞する

一方で，生鮮品・加工食品 (1次加工等の未

完成品を含む）輸入が増大するという日本の

食糧輸入構造の変化のなかで，生鮮品や加工

食品にコスト競争力をもっアジアがシェアを

高めたのは当然のことであろう。

ところでこういった食糧輸入のアジア化を

推進している原動力として，日系企業の存在

を指摘しないわけにはいかない。日系企業に

よるアジアの対日食糧供給基地化の進行であ

る。それは加工食品では日本の食品メーカー

が合弁の形態をとって工場を建設して現地生

産し，それを日本へ輸出するというのが一般

的である。生鮮品とくに野菜では総合商社や

大手量販店による開発輸入という形をとるこ

とが多い。近年，日系企業の進出が最も著し

い中国を例にとり，日系企業の活動拠点と品

目の一部を掲げておこう。黒竜江省一育児用

飲料，吉林省一朝鮮ニンジン，大連市一山菜・

米加工，山東省養鶏，天津市食用油，北

京市ハンバーガー，河南省一ハチミツ，四

川省一こんにゃく，海南省即席めん，安徽

省野菜加工，広東省エピ養殖，福建省

豆乳， i折江省 タケノコ，上海市ービスケッ

ト，江蘇省 ウナギ養殖（『朝日新聞』 1995

年1月1日朝刊），雲南省花井（同， 1995

年8月24日朝刊）と広範な地域，品目にわ

たっている。これらのうち，かなりのものは

中国の賃金の低さによって，他のアジア地域

から中国へ生産拠点を移されたものである。

また，東北部でのジヤボニカ米委託栽培が総

合商社によって準備されている（『日本経済
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表－4 わが国の相手地域別種類別食糧輸入割合の推移（88年・ 93年）
（単位構成比%）

肉 類 魚介類
野菜および 穀 類 コーヒー・

加工食品 その他
呆 物 加工穀類 茶・香辛料

88 93 88 93 88 93 88 93 88 93 88 93 88 93 

ゴヒ 米 40.4 39.7 29.8 25.3 33.7 33.4 78.0 74.9 1.3 2.5 31.0 33.3 26.8 28.l 

中南米 2.9 2.3 4.0 5.8 4.0 5.6 3.1 2.8 48.5 42.0 7.0 4.3 10.7 13.2 

西 欧 16.0 12.8 6.5 7.3 0.9 0.8 3.0 4.1 3.0 3.7 19.8 21.2 21.3 14.9 

東 欧 0.1 0.1 2.9 5.7 0.6 0.2 0.4 0.4 0.2 1.0 1.7 0.7 3.2 4.7 

アジア 22.6 25.6 46.9 47.0 51.8 51.9 5.7 8.4 35.3 40.5 29.2 32.2 19.1 18.4 

オセアニア 18.0 19.4 4.0 4.6 7.9 7.3 8.9 8.7 。目2 0.1 6.5 5.7 18.3 20.0 

中東771）カ 0.1 0.3 5.9 4.2 1.7 0.7 0.9 。目8 11.6 10.0 4.7 2.6 0.6 0.6 

lロh、 言十 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

資料：大蔵省「貿易統計」（ジェトロNBDCシステムにより作成）

出所：山岸晴二，前掲稿， 13ページ。

新聞J1995年9月12日朝刊）。これは米のミ

ニマムアクセスのうち，輸入業者（商社） ~ 

卸売業者が連名で入札する売買同時入札（s 
BS）の枠内で輸入されるようであるが，価

格はカリフォルニア米より安くなるといわれ

ている。こういった動きは国内農業の高コス

ト性や高齢化等による生産の縮小・不安定性

を嫌った結果である。また，円高も当然関係

してくる。この食品企業を中心とした囲内農

業の切捨て＝アジア進出は，ウルグアイラウ

ンド農業交渉合意にもとづく毎年の関税引下

げによる安い輸入品の流入に対抗するために

も今後一層進行しよう。

中国（生鮮・冷凍野菜，野菜・果実調整品，

加工食品，油糧種子），台湾（豚肉，生鮮・

冷凍野菜，加工食品），タイ（鶏肉，糖類，

加工食品）を中心として，食のアジア化は進

行中である。

だれがアジアを養うのか

アジア経済は長期にわたり群を抜いた高度

成長を持続させている（図－4）。アジアNI

E叫こ加えて，とくに80年代後半以降ASEAN 

4ヶ国（インドネシア，タイ，マレイシア，

フィリピン）や中国の高度成長は驚異的でさ

えある。さらに，こうした高度成長の波動は

インド，ベトナムにも及びつつある。まさに

アジアの時代なのである。しかし，問題も山

積されている。食糧問題もその1つである。

それは人口増加とともに，経済成長にもとづ

く所得水準の向上によって生じている食糧需

、要の急増・多様化（食糧需要の量的・質的変

化）と，その一方で，同時に経済成長の過程

で生じている農業生産力の停滞・衰退に伴な

う食糧供給の減少傾向とをどう調整するかと

いうことになるだろう。ただでさえインフレー

ションの懸念が強いアジアの高成長国では，

これを放置することによる囲内食糧価格の高

騰はどうしても避けたいことであろう。した

がって，食糧の需給ギャップの調整は不可避

なものとなる。しかし，工業化優先政策のも

とではこの調整は囲内での増産ではなく，食

糧輸入の増大を中心としてなされるしかない

であろう。巨大な人口をかかえるアジアが食

糧輸入地域化した場合の国際食糧市場への影

響ははかりしれないものとなろう。以上の点

に関連して，レスター・ブラウンの報告『だ

れが中国を養うのか』は興味深い。そのなか

で，ブラウンは供給に関しては急速な工業

化による農地面積の減少と水資源の不足，土
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図－4 実質GD P成長率の推移：アジア，世界、先進国
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資料：凶1F“WorldEconomic Outlook”， Sept. 1994, 

IMF“World Economic OutlookヘApr.1995より作成。
注1・95，例年ともにIMFの見通し（95年4月）による。
2：アジアには日本は含まれていない。

出所：経済企画庁『アジア経済1995J

壌侵食と砂漠化による生産性の低下によって

2030年の中国の穀物生産量は1990年と比べて

5分のlの減少となるという。他方，需要に

ついては彼は人口増加とともに中国の食生活

の変化による爆発的増大を指摘している。食

生活の変化とは，所得水準の上昇に伴なう食

肉・酪農品の消費増大のことである。 1kgの

牛肉生産には7kgの穀物が必要とされ，食肉

需要の高まりは穀物需要を飛躍的に上昇させ

る。以上から， 2030年の中閏の穀物不足は約

3億8千万 ttこ達し，史上最大規模の穀物輸

入国へ転落するというのがブラウンの予測で

ある（『日本農業新聞』 1994年12月20日， 23

日， 24日）。確かに， 1990年をピークとした

穀物作付面積の減少（毎年約100万haずつの

減少），濯瓶用水の大規模な工業用水への転

用，貧しい農村部からの農民の出稼ぎ労働者

（「民工J）としての沿岸都市部への大量流出，
さらに例年末の中国国内の需給逼迫による

価格上昇を抑制するための飼料用トウモロコ

シと米の輸出停止， 95年1月～ 7月における

810万tにのぼる穀物輸入超過（『朝日新聞j

1995年9月9日朝刊）などはブラウンの予測

が現実化する方向を示しているといえる。も

ちろん，このブラウンの予測に対し反論があ

る。それはおおまかにいって①中国政府によ

る増産対策への取組みがおこなわれる，②穀

物価格の上昇を通じて畜産物価格も上昇する

から畜産物消費は抑制される，③日本のよう

に，所得水準の向上があってもそれほど畜産

物消費は増大しないというものである。①は

食糧自給政策との関係で，たてまえとして中

国政府は常にいいつづけるであろうが，実際

は工業発展を軸とした経済成長を優先させる

であろう。②は中国が経済大固化した場合，

中国ではなくそれ以外の閏（たとえば日本）

がそのシワヨセを受けなくてはならないで、あ

ろう。③については，確かに中国の食生活が

日本のように従来のアジア型食生活と欧米型

食生活の中聞に位置すれば，ブラウンの予測
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は過大であるかもしれない。これは食文化の

問題でもあり，今後を見守るしかない。ただ，

仮に中国が日本型食生活の方向をとったとし

ても，かなりの畜産物消費の増大，つまり穀

物需要の増大につながることはまちがいない。

人口が日本と比較にならないほど大きいから

である。

ともあれ， 2030年における中国の穀物不足

が約3億8千万 tになるという，このブラウ

ンの予測はショッキングなものである。 1993

/94年度の世界の穀物貿易量（輸出量）は約

2億 tで， 93年の日本の穀物輸入量は約2千

8百万tだからである。つまり，中国の必要

とする穀物輸入量は世界の全穀物貿易量をもっ

てしでも足りず，日本の現行輸入量の10倍以

上という巨大なものなのである。なお，世界

最大の穀物輸出国アメリカのこれまでの最大

の輸出量は1981年の 1億 1千3百万 tであり，

地力低下等により輸出量の大幅な上積はあま

り期待しえないであろう。

このようななかで，わが国は食のアジア化

（中固化）を進めつつある。それは食糧の輸

入地域化しつつある（また近い将来そうなる

であろう）ところからの食糧供給に依存する

という極めて危険な方向である。しかも，国

際市場へ純輸入国として中国が登場し，さら

に将来人口で中国を追越すとされる経済成長

の著しいインドがそれに続く可能性が高く，

そうなれば国際市場は売手市場化することで

あろう。もちろん，現実には中固とインドだ

けで世界の穀物輸出量の全量を買い付けると

いうことはないだろう。しかし，日本が現行

通り3000万t近くの穀物を全量買い付けられ

るという保証もない。そのためにも危機に瀕

している国内農業を再建し，完全自給とまで

いわなくても，少なくとも穀物自給率でいえ

ばイタリア程度の70%位（EU諸国の下位水

準）を保持しうる農業部門をもっておくこと

は重要であろう。食糧の大半を海外に依存し

て繁栄を持続させた国を知らない。
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